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地域構造変動と地域社会計画

一一一一九州・宮崎県における市町村自治体
レベルにまでおりた実証舟析

序

戦後日本資本主義の展開の下で、過疎、過密問題、地域の不均等発展の問題が報じられて久しい。そ

の中ーで、九州地域ーとbわけ南九州地域は、開発ーとbわけ工業開発ーの遅れた後進地域として、叉、

県レベノレの統計指標分析からも著し〈経済的、文化的貧困な地域としてとbおさえられてきた。(1)

一方、現実の諸矛盾の進行の中で、全国レベルの開発計画もご経済開発"ー工業開発ーのみでは念(I 

生活優先JI福祉優先」の'社会開発"へと開発理念が変化してきた。 ζの・社会開発"の構想は、本

来は、地域の経済的発展のみでは念〈、まさ陀人々の生活基盤の整備、社会福祉、教育的条件の整備を

通じて、地域住民の生活と人間性を積極的κ発展さぜるという意味をもっと同時に、このよう念地域社

会の総合的な開発計画を通じて、世界的念レベノレでの南北問題の解消の如〈、我固においても、地域的

格差を是正する意味を含むもので念ければ念ら念いだろう。とのよう念全国計画一 19651年の全国総合

開発政策の中『てすでに盛込まれていたーの"理念"の変化Kもをづき、各都道府県計画も一斉κ「人間優先」

「樹止の向ょ」をも P込みはじめたのは、昭和45年以降のことである。しかし、各自治体の具体的な

実施計画においてそれをみるとふと bわけ後進地域では、生活基盤・福祉の向上は、やはb、産業、

経済の発展ががければ不可能である、という兎想、あるいは現実の下で、生活・福祉・教育等の諸施策

は産業基盤あるいはそれI'L関する社会資本の先行投資の背後Kか〈れ、名目的K羅列的κ目標が並べら

れている、という現状も否定できない。理念と現実のズレが生じている。

ととろで、本稿の分析で明きらか念ように、全国レベルでの地域的不均等発展の傾向は、各自治体の

内部κもみられ、中核的市部が飛躍的に発展する一方で、一部の市町村では過疎化が進行している。 ζ

のように、市町村レベルまでおbたってみるとき、県T苧で計られる人口や産業の不均等発展κもと
づ〈生活ゃ文化の貧困化現象は、人々の具体的念労働一生活過程においては、よb一層倍加されてあら

われていると忠われる。このように、地域住民の労働一生活過程において、激しい格差現象が存在する

時点陀おいてこそ、真の、意味での'社会開発'が遂行されねば念ら老い。それは、大都市圏へのレベ

ルκ引きあげる ζ とを意味はし;1:¥/>0その地域の独自の自鮒句、社会的、文化的土壌K促した豊かさの

実現である。その意味での地域住民の創意と価値志向を反映した地域計画沙迎、要とされていると息われ

る。とのよう念視点から、都道府県内部の地域的構造の現実κまでおbて、現時点での各市町村レベル

の計画が、自らの地域社会の住民の労働一生活過程の変容にどのよう左役割を果たしているのか、その

場合、県、国の上部計画とどのよう念関連性を有しているのか、を明きら加にしでゆく ζ と治課題として

提起される。

本稿では宮崎県を対象として資料調査にもとづ〈分析を試みるd

宮崎県は、九州の中では、第一次産業のクエイトが高〈、県民所得や家計水準、文化水準が全国水準

よbか念P下回る点で、熊本・鹿児島と同様の傾向をもつが、全国レベルでの施策一新産や低工を積極

的に導λし、工業開発の推進を図る診療B次産業のウエイトは依然として抵レミoし;かし折しも新全総に制7る「食糧
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供給基地」としての位置付けへ積極的に対応し、現時の県計画の施策の重点は交通網と工業基盤、農

林業基盤の整備にむけられて、県計画Kうたわれる「人間優先」の施策は後手にまわっている。とのよ

うな点で、先述した理念と現実のズレを持つ自治体の典型19ftである。また、近来、 「食糧基地」としての

施策が効じてか、新たな農業の再編傾向の中で新たに発展してくる市町村がある一方、陸の孤島として

の過疎市町村が多数存在している、という不均等発展の現実の中で、県人口全体としては、 50年で福

岡につぎ転入超過を示すとhう現象が生じている。このような新たな現象のもたらされた要因を探る事

は、各県及び市町村の地域計画が地域社会変動に果たす役割を考える上で 1つの典型をなすと思われる。

なな、本報告で用いた資料は、昭和 52年より、文部省科学研究費の助成を受けて行われた全国都道

府県及び市町村の地域計画その他の資料の収集で得られたものを土台にしている。

注(1)古城氏の農業生産額全国比と工業出荷額全国比にもとづく地帯類型では、福岡、長崎を除〈九州 5

県は西日本農業地帯K入D、と bわけ、家計水準と文化生活水準が貧困であることが幾つかの指標

で明きらかにされている。(古城利明「地方政治の社会学」東大出版会 1977年)

第1章戦後地域開発政策の展開過程における
九州地域の構造変動

第l節戦後の地域開発政策における九州|の位置づけ

戦後日本資本主義の展開過程と地域開発政策に関連させた時期区分として次のような区分が提出されて

いる(1)。

C 1期 r戦後民主化」といわゆる「再版原蓄期J (1945年-49年)

C n期〕 国土総合開発法による特定地域総合開発、町村合併の時期
( 1950年一 54年)

C 1期〕 高度成長第一期一設備投資・技術革新による新鋭重化学工業の形成

( 1955年-62年)

CIV期〕 高度成長第二期一全国総合開発計画(以下全総)と農業構造改善政

策の時期 ( 1 963年一69年)

C V期〕 新全国総合開発計画(以下新全総)、総合農政の下の〈超新鋭〉重

化学工業の創出と「過疎J・「過密」激化の時期

( 1 970年-7.3年)

CVI期〕 石油シヨ少ク以降の「構造的危機」下、新全総の見直しと第三全総

κ到る時期 ( 1 974年以降)

いま、 ζの時期区分Kそって、九州地域の位置付けを概観すると以下の知くである。

地域開発政策の中に九州が登場するのは、第 E期、国土総合開発法 cl9 5 0年〉においてでるる。
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乙の法は、全国総合開発計画、地方総合開発計画、都道府県総合開発計画、特定地域総合開発計画の四

計画Kより体系づけられたが、このうち特定地域開発計画のみ策定され実施された。その開発目標は「

緊急、の必要JVC応じた食糧増産と水、自然資源の確保であった。九州では、北九州(福岡)、阿蘇(熊

本、大分〕、南九州(宮崎、鹿児島)が指定され、これに関連して、特殊土壌地帯及び広域農業開発施

策の助成をうけた。しかし念がら総体としてのとの期の計画は、朝鮮特需、日米安保条約の締結等の情

勢変化の下、 「エネルギ}源としての電源開発に関心が集中し、-…-総合開発といい念がら、狙いは発

電用のダム建設K念ってしまったJ(2)。従って、九州においても電源開発をもっム部地域を除いては見る

べき効果は念かった。 I高度成長」政策が打ち出された第皿期κ於ては重化学工業化の下で大平洋ベル

ト地帯に人口と資本が集中・集積し、他方の残与の地域では人口が流出し、いわゆる過疎、過密現象が

生じでぐる。九州地域では、エネルギー革命によD、福岡、大分、佐賀、長崎の産炭地域は解体現象が

生じた。また全県的には、労働力供給地として大量の人口流出が始まった。 ζの期、すでに大都市圏で

は、過密の緩和、用地用水の確保、社会資本の充実、生活基盤の整備に重点が向ぐよう Kなる一方、開

発のお〈れた地域には工業を立地し雇用増大することによD地域格差を是正する、という方向が「国民

所得倍増計画」の下マとられるよう陀念る。そこで、全総が策定され、拠点開発方式の下、新産都市建

設促進法(以下新産)低開発工業地域開発促進法 ιL下低工)、工業整備特別地域整備促進法が制定さ
れ、地方での工業立地条件整備が進行する。九州では、大分、不知火・有明・大牟目、日向・延岡各地

区が新産指定を受け、全県が低工の指定を受ける。この期の計画目標は、高度成長を持続する産業基盤

の整備、地域格差是正、過対日の幣害除去等であるが、特徴的左のは、従来の経済開発優先に反省が

加れられ、地域住民の福祉の向上という、いわゆる社会開発の視点が導入されてぐることである。しか

し、現実K、重化学工業化Kよる高度成長が第一の柱である陸払その労働力供給源の一地域である九

州での人口流出はとどまることを知らず(表 1-1)、第一次産業従事者の激減、新規学卒者の流出は、

地域産業、地域社会の再生産を困難とする過疎地域を大量K創出した(表 1-2)。このよう念地域の

不均等発展の一層の進展は、園、自治体にとってももはやぬきさし念らぬものと~.!J、第W期、新全総

が登場する。この計画は、国土利用の抜本的念再編成を図るものとい大規模開発プロジェクトを核として、

情報、交通ネットワークを日本列島全域κ張Dめぐらい過疎過密がな〈等しく発展する地域をめざし

ている。九州では、日向灘、志布志湾がコンビナート計画地域K指定される一方、国際的食料危機の下

自給率の低下している我国Kおいて、北海道、四国とともに食糧供給基地として位置づけられる。

とζろで、新金総の特徴は、社会開発の理念が定置されていることと、都市と農村の均衡的発展の実現

する具体的単位として広域生活圏構想が導入されていることである。乙れは、とDわけ過疎地域の社会

的共同生活基盤の不充分さを補うため、個別市町村の枠を超えて機能分担しあい、相互に平等に地域住

民が多様念要求を充足し.うるための行政圏域として設定されている。とのことは、国の計画が、もはや

、地域(ブロヌク)、都道府県レベルをとえて、都道府県の内部の地帯分け陀までおタて施策されねば

念ら左い段階にあるととを示している。間断念〈進行する人口流出Kよb財政のひっ迫している市町村

は、との構想κ並々念らぬ期待をよぜているが、行政の合理化と表裏一体を在すとの構想が、地域住民

の要求充足Kいか念る役割を果たしているか明きらかにされねば走ら治課題の 1つである。
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現時、地域住民の反対運動や4.8年秋の石油ショックによ b大型フロジェクト計画を中心κ新全総の見

直しがなされ、第三全総が策定されたところである。ここでは九州は、食糧供給基地、犬家畜畜産地域、

大型観光開発地域として、その悠大在自然資源に一層の開発可能性を求められ、具体的施策の単位と

してよP一層小さ左行政単位が定住圏構想の下で設定されている。

さて、以ょのよう念全国計画における九州地域の位置付けに対し各県はどのよう K対応したか、また、

それは現実の地域社会変動と、どう関連するのか、を次に概観する。

注(1)布施鉄治・小林甫「現段階Kおける地域社会研究・序説」、地域社会研究会年報第一集『地域社

会研究の現代的課題』時潮社、 19 7 9年。

(必松原治郎「日本における地域開発」、福武直編『地域開発の構想、と現実J1、東大出版会、 19 

6 5年。

表 1-1 人口の推移

(5千0人年) 増 減 率
3 5年 4 0年 4 5年

35-40 40-45 45-50 135-50 

全 国 93.4 18 98，277 103，704 111，934 5.2 5.5 7.9 19.8 

九 州 12，904 12，371 12，072 12，4 1 7 I 64.1 62.4 2.9 正込 3.8 

ネ雇 岡 4，007 3，965 4，027 4，293 61.0 1.6 6.6 7.1 

佐 賀 943 872 838 正~O. 1 611.2 

長 崎 1，760 1，641 1，570 1.572 66.8 ζ~4.3 0.1 610.7 

大 分 12，40 1.187 1，156 1.1 90 64.2 よ L.ミ2.7 3.0 4注 4.0

方員 本 1，856 1，771 1，700 1，715 正~4.6 64.0 0.9 ム 1.6

宮 崎 1，135 1，081 1，051 1，085 64.8 正込2.7 3.2 正込 4.4 

鹿児島 1，963 1，854 1，729 1，724 ι~5.6 正込6.7 ど~0.3 ム 12.2

(九州/全国) (0.13 ) (0.12 ) (0.12 ) (0.11 ) 
」ー

資料国勢調査Jよb作成

表 1-2 就業者数の増減率

全就業者芋 第一次産業就業者数 第二次産業就業者数 第三次産業就業者数

35-40 35-45 35-50 35-40 35-45 35-50 35-40 35-45 35-50 35-40 35-45 35-50 

福 岡 3.8 13.4 16.1 614.7 623.2 ム50.0 正~ 1.6 3.7 8.4 1 6.4 37.2 5 O. 1 

佐 賀 4ミ4.5 0.3 ム 3.0 ζ~14.7 ど~23.3 ム42.5 ム 0.9 12.0 21.2 6.0 22.7 3 O. 9 

長 崎 65.8 ζ~ 4.1 6 6.4 ム 19.1 ム 32.4 648.5 64.9 0.2 4.1 8.1 24.1 32.6 

青島 本 63.5 60.8 4込 2.3 617.3 628.0 645.0 10.4 23.2 46.1 10.7 28.8 39.4 

大 分 ど~2.1 11;.3 6 1.1 617.4 ム 29.2 650.5 9.8 26.7 5 0.7 14.7 34.0 46.6 

宮 崎 65.2 0.3 正ミ 0.4 620.1 ム27.6 644.6 8.2 21.3 39.4 12.8 36.3 52.8 

鹿児島 67.9 ム 8.9ム 12.7 ゐ 22.7 ム 36.1 ム54.4 20.0 33.4 56.8 1 2.4 32.2 47.4 

資料 r国勢調査」ょ b作成
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第2節丸州各県における地域開発計画と地域社会変動

全国計画κないて九州は一貫して後進地域として位置つeけられ、そのための振興施策を各県は積極的に受け

入れ、産業基盤整備や公共施設整備を行ってきている(表1-3)。これら国の施策に依存し念がら、

県独自の長拶総合計画(傍点筆者)が策定されるのは、 1970年新全総策定を起点としている(表ト4)。

表 1-3 地域開発に係わる助成対象府県
資料) 地域復興整備公団「地域統計要覧J(昭 53年)

----
産 業 振 興 特別地域握輿

新産都市 低工 酎す地域 誘導地域 特妹土離島 産炭 叫す娠庚 過疎地域 辺地
境地帯 (県内 片一一一一ー

196 2年 196 1 1 97 1 1972 1 9 5 21 1 9 5 3 1961 1 965 1970' qぁ 1 962 

福 岡 @大牟田端豆 @ @ @ @ @( 1 ) @ ム(8 ) @(34) 35.1婦@(IO) 

佐 賀 @ @ @ @( 3) @ ム(4 ) @(15) 30.6 @ (12) 

長 崎 @ @ @ @(30) @ @(40) 50.6 @(33) 

青島 本 @不知火・有明細茎 @ @ @ @ @(13) @ ム(21) @(55) 56.1 @(47) 

大 分 @大分地区 @ @ @ @ @( 3) ム(31) @(43) 74.1 @ (27) 

宮 崎 @日向魁岡地 @南部 @ @ @ @(  1) ム(20) @(29) 65.9 @(25) 

鹿児島 @ ⑤.  @ @ @(12) ム(4 ) @(71) 73.9 @(53) 

(全国)

者随府j骨 1 7 37 4 1 43 1 4 26 8 44 

市町村計 ( 116) (674) ( 1ω3) 

⑧1. ( @ 市町村、都道府県対象、 ⑧2 離島、過疎、辺地の()内は 1977年度現在の
、ム市町村のみ対象 ノ 指定市町村数

表 1-4 九州各県の地域計画

第定年月 名 称 言十 画 期 間

4 7 4 福岡県長期ビジョン 4 6 - 6 0年

4 5. 1 1 佐賀県長期総合開発計画 4 5 - 6 0 

4 6. 2 長崎県長期開発構想 4 6 - 6 0 

4 8 8 熊本県基本構想 4 8 - 5 5 

4 5 1 1 大分県基本計画 4 5 - 6 0 

4 5 1 2 宮崎県新総合長期計画 4 6 - 5 5一歩 51. 1 1 改訂計画 (51-55年)

4 7 2 第二次県勢発展計画 46-50~一歩 5 1 3 劇改推進3ク年計画 (51-53年)
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今、図1-2-4の如〈、福岡、大分、宮崎、鹿児島の例を取ってみた場合、そこに共通するのは、

産業優先よタも人間優先の基調が前面に打ち出されていることである。順序は少し異るが、社会福祉、

保健医療の充実、生活基盤、教育条件の整備、人づぐ D政策等である。その後K、産業発展が〈るが、

その内容は新全総のミニチユア版で、いずれも観光開発、食料基地としての農業開発、農工併存型工業・

の促進をうたっている。更に、いずれも広域生活闘を単位氏、均衡のとれた地域社会整備をめざしてい

る。しかし、その中でも、後述するが、宮崎県では、交通通信網・住環境・自然環境といった総合的環

境の整備というユニーク念施策が最初に出るが、産業振興と社会福祉が他県と順序が異り、産業が先κ

きているととK注目しておきたい。

福岡県長期ビジョン図1- 1 

(
全
県
的
ブ

シ/

ビジョンの槽図(昭和6咋を目ざして)

1::の多様な欲求計一 o 価値観の変化への対応
たえる社会の形

o コンピュターシステムへの対応
「一ーー

。 余暇、教育、自然に対する要求への対応人
。 教育機会の多線化

間
o 保健.医療機構の合埋化と箱設の高度化中

o スポ ツの振興 o 消費生活への対応
'L' 

。 社会福祉の充実 o 地域文化の創造
生社

トイ:然抑した快適h 。 新しいコ主ューテイの創造 活
歯

会
環境の創造

tこの
o 環境の保全整備 o 自然の保護 対

す
書IJ

L--→ o 環境彼壊の克服 0 都市再開発と環境保全 るV生

。 農山漁村の環境保全 効
"'-
Lーーー

果

的
ー0 農林漁業の近代化 。 工業開発 四C

置豊かさの追求 。 エネノレギ一、水資源の確保 ) 

O 交通ネットワークの建設

o 情報.通信、/Aテムの開発

o 商業、貿易の娠興

|生活幽開発の目標、課題、事業の設定
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6 総合水利システムの開発

7 玄海、英彦山、奥八女

スコーレゾーンの開発

8 太宰府ヒストリカノレロード

の整備

9 アジア開発研修セ/~ の

開発

加 澗海湾クリアランスの推進

トの設定

1 メインネットワークの開発

2. コンピュ ~ -.ユーティ

リティの創設

8 福岡市、北九州市の都市安

通システムの開発

4 周防、有明インダストリア

ノレベルトの形成

5 筑後農業地下用排水制御装

置の側発

「一一l
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図1-2- 大分県基本計画(1960年〉

(IJ しあわぜな f 県民の健康のために
住み 社会づくり あたたかな福誕社会っくり

かあたたよ〈 住みよい 生活の安定と安全の確保

扇境づくり
環境保全と公害防止

快適な環境づくり

[ DJ 量林水嚢業の充実

量か業産 工鉱業の掻興

空... 中，地象の鯛

くり ー商業の鍾興と流通の近代化

観光リクリエーションの掻興

える "111の促進と功労者b福祉

[IJ 交通噂信体系の整備

iff f県土の保全
重と主る7り 資源エネルギーの開発

いL人う 新しレ入づくり

時代づ〈 体育 スポーッ活動の轟典

をり 一芸術文化の振興

[VJ 
性特かL量ぷ | 「広域生活圃別の整備構想

をたく 帯血地域の蟹興
生地り

図 1-3 宮崎県新総合長期計画〈改訂)(19'76年〉

住みよし性会ト地域総合環境の整備ーゆとりある社会の創造

o交通通信網の整備.住環境の整備 o生活の安定.安全の阻害要因に対する監視

o自然環境の保全 o広域生活圏の設定

|豊かな社会ト地域総合開発の推進一働きがいのある社会の創造

0食料基地の形成(土地改良事業.畜産基地の形成、農村総合整備事業)

o活力ある森林の造成

o新地方重量工業開発の展開(日向.延岡新産都市整備4県央内陸工業団地)

o商業.流通の近代化と中寸企業の娠興

生きがいのある社会|ト生涯教育.生涯鯨.社会福祉ーふれあいのある社会

o生涯教育の推進(学校教育.社会教育.家庭教育)

o生涯健康の篠保(地域保健医療計画.県民の体力向上とスポーツ娠興争

o社会福祉の充実
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図1-4 鹿児島県政推進3ヶ年計蘭(1976年)

|快適で生さがし、のある社会福祉の建設|

o社会字圏止の充実 o保健医療の充実 O生活環境の整備

o生活交通対策の充実 o物価安定.消費者保護対策

O消防防災対策の充実 o良好な環境と県土の保全

| 希望をもって働ける産業の娠輿l
o農業の娠興(農産物価格対策.畜産団地の形成.土地盛盤整備策)

o林業の振興 o水産業の振興 o商工業の近代化

o工業開発(臨海工業地帯開発策) o観光開発 o労働対策

|均衡のとれた酬の開発と整備|

o適正な土地利用 o水資源の開発 oエネルギー安定確保

o交通通信体系の整備 o地域社会の整備

| 青少年の完成と県民文化の高揚|
o学校教育.社会教育の充実 o社会体育の振興

o青少年の健全育成 o芸術文化の振興
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福岡 6 767 6 5.82 ム0.79 0.52 0.43 

佐賀 ム 2211 ム 15.9 7 ム1.55 ζ込0.34 正斗0.24

長崎 ム 17 6 1 乙ミ16.80 ム 25 1 ム 0.50 乙込0.51 

熊本 ム 15.93 ζ:"1 2.89 ど斗1.96 ム 0.10 0.1 7 

大分 614.19 ム 14.40 ム 0.69 ム 0.01 0.0 1 

宮崎 ム 14.40 ム 13.6 7 乙ミ1.7 1 0.0 9 0.34 

鹿児島 621.27 ζ~1 8.5 9 ム 225 L).邑0.26 0.0 3 
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単位:千人

8 5年 5 0年

総数 第一次 第二次 第三次 総数 第一次 第二次 第三次

全国 4 3.11 8 1 1 4.3 4 11 1 2.7 8 1 1 6.11 0 4 53.1 41 7.354 18.097 27.5 ! 2 

就福岡 1. 11 2 3 3 5 5 5 34 7 8岳 1. 9 1 11 1 91 591 1.1 2自

業佐賀 41 3 1 7 7 87 149 3 97 102 1 04 1 89 

人長崎 7 22 295 1 5 5 27 2 11 78 1 52 1 11 5 358 

口熊本 81 2 41 5 1 1 5 28 2 7 9 11 227 1 7 3 3 95 

r、大分 5110 27 2 91 198 5 tI 3 1 40 1 3 7 28晶

千 宮崎 5 2 7 283 85 1 59 5 1 9 1 5 2 1 1 7 249 

人 鹿児島 910 548 1 1 0 258 798 2 51 1 7 4 3 7 1 

) 

九州計 5.5 11 7 2.34 5 1.1 7 7 2047 5.6 6 7 1. 2 1 5 1.461 2.974 

全国 10 0.0 328 29.2 38.0 10 0.0 1 3.8 S 4..1 51.8 

福岡 10 0.0 420 2 1. 0 S 6.0 10 0.0 1 0.0 8 0.8 58.9 

構 佐賀 10 0.0 429 2 1.1 86.0 10 0.0 2 5.7 26.2 476 

成|長崎 1 0 0.0 4 0.9 2 1.5 8 76 . 100.0 224 24.8 528 

比 熊本 10 0.0 5 1.1 1 4.2 84.7 1 0 0.0 28.5 2 1. 7 49.6 

r、大分 48.6 1 6.3 8 5.1 10 0.0 24.9 24.8 50.4 

% 
宮崎 1 f) 0.0 5 3.7 1 6.1 3 0.2 1 0 0.0 2 9 3 2 25 48.0 

、句/

鹿児島 1 0 0.0 6 0.2 1 21 2 7 7 10 0.0 8 1. 5 2 1.8 46.5 

九州計 421 21.1 36.8 1 00.0 2 1.4 25.8 52.8 

( r国勢調査JVCよる)就業人口の変容表 1- 6 
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人口矯滅月1]市町村数

¥ 
市部 郡 部

35年 40 I 45 35 40 45 

I I I I I 
40年 45 I 50 40 45 50 

F曽 福岡 9 10 13 13 19 41 

カ日 佐賀 2 3 4 1 8 9 

市
長崎 1 5 5 4 5 12 

町 熊本
1 1 5 l 6 12 

村
大分 2 2 4 。 1 3 
1被 宮崎 3 3 4 。 3 12 
鹿児島 2 2 5 。 2 7 

語ま 徳岡
1 1 10 7 64 55 36 

少
佐賀 5 4 3 41 34 33 

市
長崎 7 3 3 67 66 59 

町 熊本
1 0 10 6 86 81 75 

村 大分
9 9 7 47 46 44 

数 宮崎
6 6 5 35 32 23 

鹿児島 1 2 12 9 82 80 75 

資料〕 「国勢調査」ょb作成

表 1ー 7



A~需)
A 35年-50年人口増減率
B 35年-50年第二次就業者埼減率
(・は市町村をプロタトしたもの}

。
福
岡
市

宗像郡
}北九州都市圏

遠賀郡

図 1- 5 

福岡県

B 
(係ト100

B 
-50 -30 30 50 100 -150 

山田市
朝倉郡

} ;農村部
八女郡

A 

図 1- 6 
10 

長崎県

• 時津町
• 

5U+ 長与町

8 

B 
-100 --50 -70 30 50 100 150 

南松浦郡

北松浦郡}離島

西彼杵郡
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B 

( %) 

図1-7 

宮崎県

-100 -50 -30 

A(%) 

50 

30 

宮崎市

日向市
。

30 50 100 150 

東臼杵郡一内陸山間

表 1ー 7- 8は、各県の市町村の人口増減の動向であるが、 40 - 4 5年、 45年一 50 

年と除々に人口増加市町村が増大し、逆に人口流出市町村が減少しているとはいえ、 3 5年

比でみると、転入超過に転じた福岡、宮崎県Kないてさえ、 8割の市町村がいまだマイナスK留まってな

p、他県では9割以上の市町村が 35年段階の人口を回復し念いでいる(表1-8) 0 図 1-5-7を

見れば、特色が一層明確に念る。これは人口 30%以上増加市町村と逆VC3 0 %以よ滅の市町村のみ摘

出して、第二次就業者の伸びとクロスしたものであるが、各県においてパターンの違いとそあれ、県都

あるいは中核的産業都市、及びそd司辺の市町村が一部発展を遂げ、それと対照的κ、福岡の産炭地域、

長崎、佐賀、鹿児島の離島群、宮崎、熊本、鹿児島の山間部等、地場産業が解体・停滞し、過疎化K悩

む町村が存在している。まさκ、全国レベノレにみられる地域的不均等発展が各自治体内部にもみられる

のである。従って、先述した、福岡、宮崎を先端とする県人口の増加傾向は、まず一部の市町村の発展

によるものであり、そのととが、地域内部では更K不均等発展を促進さぜているのが伺える。

このよう念現実陀於いて ζそ、 '社会開発"計画は必要とされるが、県計画では、とれらの不均等発

展する地域の現状をふまえ適切な施策をこうじているかどうか、また当該市町村自体の地域計画はよ部

計画といか左る関連をもち、住民の生活向上にいかなる役割を果たしているのであろうか。

以下、人口変動と県の地域総合開発計画において特徴的左動きを示す宮崎県において、この問題を深め

てゆ〈 ζ ととする。
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第 2 章 宮崎県にbける地域構造変動と地域

開発計画

第 1節 宮崎県の地域開発計画と現況

宮崎県は 9市 28町 7村で構成され.総面積 7.7 3 4陥rf- (全国の 2.0ro )で全国第 14位の広大な

面債を有するが.その 77. 5 roが山村原野で.とりわり県北.県央の大分・熊本寄りの地帯に集中して

いる。このような地形と.何よりも中央からの遠距離とL、う地理的要因が.全国との格差及び県内部で地

域格差を生み出す基礎要因と、とりなさえられている。前述した如く.宮崎県は.後進地域として国の

施策を積極的に導入してきた。酪農振興法(195咋 L低工(1961年).新産(1962年).山村振

興法(1965年).過疎地域振興法(1970年).辺地に係る公共施設の総合整備のための特別措置法.

農村工業導入促進法(1971年).広域市町村圏構想等であり.その特定地域の分布は図 2-1の如く

である。日向、延岡.宮崎.小林.都城. 日南の各市と臨海部分の 9町を除く 29市町村(6 5.目的

が過疎地域である。県北の海岸よりの 2市6町村は新産.県南の 7市18町村は低工の指定を受け.内

陸部kては帯状に農村工業が導入されている η

しかし.県北・県央の熊本県寄りの町村は.広大な山林を有する山岳地帯で過疎及び辺地の指定のみで

なんらの産業・工業振興施策の対象とはなっていない地域である。広域市町付圏は図の如く 6圏域であ

るが.延岡広域市町村圏が一番.面積・市町村数も多く.半数芯山間の過疎市町村を含んでいる。

以上のような国の施策と対応して県自体の地域社会計画はどのように展開されてきたろうか。宮崎県

経済振興計画(傍点筆者)が策定実施されたのは 1960年から 1970年の 10年であったが.時あたか

も新全総の策定に対応し. 1970年宮崎県新総合長期計画が策定され.計画年度の半ばで石油ショック

等をはさみ.改訂計画が策定された(1976年一 1980年)段階である。新計画の内容は前章図 lーも

でみた如くであるが.人間中心.生活優先の視点が従来計画に比し強く打ち出されている。又.全固に

先がけて TL P ( Total L巴velProvince )指標を開発し.従来のGNP指標の如く所得水準のみで地

域生活評価念行うのではなく.自然環境や精神的満反感等.金銭では評価できない面も含め総合的な評

価を行っている。しかし.現実をみると.先述したように生活の向上は.産業の発展と自然環境(交

通・道路も含む)の整備により可能である。という姿勢は固持され.従って.そのための先行投資一具

体的には中央との時間的距離を縮少するための交通通信網の整備.新全総kておける食料基地.観光基地

等のための基盤整備ーが重点施策であり.人間中心・生活優先の施策は題目の羅列にとどまっているも

のが多L、。表 2-1の目的別 1人当り行政投資額の全国比<単年度>を見ても.産業基盤投資額がー貫

して九州の中では高い地位にあり. 4 6年以降は全国平均以上であること.生活基盤投資額はその逆の

現象であることからも.現実には.まだ産業優先であり.生活優先が後手にまわっていることがわかる。

く注>行政投資はストックされるので.累積データの分析が必要であるが.別稿にゆずる。

このような施策の下で.県は.自然環境保全.主産業としての農業振興K関しては.独自の別計画をも

ち.積極的に行政を展開している。つまり. r沿道修景美化条例 I( 1969年入 「自然環境の保護と

創出K関する条例J(1973)r国土利用計画J ( 1977). r防災営農計画J ( 1 9 60 -70 ). r新
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図2-1 宮崎県の広域市町村圏及び国の政策の導入状況 (0は市町村地)

西都・高鍋

広域市町村圏

( 1市 6町村)

都城広域→

市町村圏

( 1市 5町)

O 山村振興地域

・過疎地域

ム農村工業導入地域

〈
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-農業振興 10ヶ年計画J( 1971-81 )である。その結果.県民1人当たり都市公園面積(5，0 m')ー全

国でも非常に高〈、また「県道弘とlの道路改良・舗装も進み全国水準に近会、ているが、「相間道jでは日展

道凶上よb格差がつくと同時に市部と郡部ではまた更K差がつき.後述するように山閣部の諸塚村では

4 9年でそれぞれ O.5 '10， 4， 6ヲー.推葉村では 5，0'10， 0.4 '10とL、う陸の孤島も存在している(表z

-2)。また.上下水道普及率.ごみ・し尿処理率はきわめて低い水準Kあり. 日々の住民の生活基盤4整

備はアンパランスK低L、。

表 2-1 目的別 1人当り行政投資額の推移(全国を 100とした指数)

40年 41年 42年制年叫年 45年 46年 47年 48年 49年 50年

福 岡 79 75 80 83 83 95 96 95 99 104 104 

佐 賀 50 55 62 65 62 60 63 71 67 70 68 

生活基盤 長 崎 66 57 67 72 69 63 63 70 68 64 58 

1， 育長 本 48 44 43 45 47 50 56 60 59 64 66 

投 資 大 分 64 55 64 58 57 57 62 70 75 75 74 

宮 崎 61 70 69 65 64 63 61 71 70 71 63 

鹿児島 55 54 51 49 48 48・ 52 57 59 59 61 

福 同 66 62 62 60 80 100 99 104 103 88 77 

佐 賀 40 47 50 68 70 88 111 112 81 97 95 

産業基盤 長 崎 48 56 64 56 58 59 74 91 97 109 93 

2， 貧民 本 61 57 54 65 70 105 99 97 89 93 101 

投 資 大 分 93 88 82 99 110 114 120 113 91 136 125 

宮 崎 114 98 80 81 83 95 104 107 142 133 173 

鹿児島 73 64 63 66 72 94 104 98 107 98 116 

干亘 岡 34 36 42 36 47 43 41 39 40 44 45 

佐 賀 197 178 225 224 223 193 203 214 206 228 221 

長 崎 126 126 104 102 103 116 133 135 153 155 144 

3.農林水産 熊本 115 116 140 159 171 163 177 183 173 169 209 

大 分 151 157 190 186 174 178 194 199 173 176 160 

宮 崎 139 157 158 168 174 167 149 172 170 179 185 

鹿児島 149 151 138 147 145 153 154 169 177 169 170 

福 岡 74 85 80 97 71 68 68 72 74 76 79 

佐 賀 162 201 213 215 200 209 238 252 235 218 19も

長 崎 53 58 87 100 81 84 90 85 105 85 82 

4，国土保全 育長 本 99 111 128 159 149 153 135 140 144 148 142 

大 分 123 137 145 132 120 118 154 140 136 128 125 

宮 崎 127 155 150 150 140 141 152 166 156 129 134 

鹿児島 82 85 84 82 92 94 100 115 118 109 109 

ネ雇 岡 98 95 96 102 110 93 88 79 86 111 '106 

佐 賀 121 81 131 140 134 110 92 111 140 108 110 

長 崎 73 59 87 102 85 84 77 90 104 97 73 

5，その他 貫長 本 105 105 65 65 69 59 97 129 97 99 89 

大 分 100 91 75 76 78 61 67 75 55 95 98 

宮 崎 123 118 90 108 121 103 123 131 114 96 101 

鹿児島 110 99 88 92 117 95 146 116 91 97 99 
』一ーー司周回目

資料)自治省「行政投資実績報告J(S 5 2年)
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主要産業である農業に関しては「振興政策」のもと.

着実な伸びを見せている。農業生産指数は 40 - 49年

f'(4.8'}'0の伸びで全国1.5 '}'Oを上まわり.農業粗生産額も

4 0年 624億円よりも 9年 977億円に達し年率 5.1 

'}'oの伸びで全国を上まわっている、主要生産物は表 2-

3の毎く.米から畜産・野菜・果実に完全K移行し.と

りわけ畜産の伸びが著しL、。

1戸当り農業所得も表 2-4の如く.全国より高い水準

で伸びている。

このような新しい農業の再編成は「振興計画Jの下で積

極的K展開されたものであるが.そこでの地帯区分は.

図 2-2の如くであり.それぞれの重点作目は.広域沿

表 2-2 道路整備状況

3 5年

県道 改良率 18.39も

以上 舗装率 4.5 

平 改良率 14.3 

均 舗装率 28.9 

市
市 改良率

町 部 舗装率

村 郡 改良率

道 部 舗装率

4 9年・

49.7% 

73.8 

0.3 

35.1 

33.6 

40.7 

24.5 

30.1 

海が野菜・花き・かんきつ等の施設園芸を中心にたばこ 資料 宮崎県「新長期総合計画」

茶.肉用牛、養豚、養鶏.西北山聞がくり.茶.たばと.養蚕.肉用牛.広域霧島が酪'..肉用牛.

表 2- 3 純生産額構成比

米 畜 産 野 菜 果 実

3 5年 120億円(44%) 41 (15%) 21 (8 %) 81 (31%) 

4 0年 192 (40) 89 (19) 59 (12 ) 121 (25) 

4 5年 220 (27) 264 (33) 119 (15 ) 153 (18 ) 

4 8年 251 (20) 576 (46) 179 (1'4 ) 190 (16) 

5 5年 280 (15 ) 990 (52) I 30o (16)240  (13) 
」ー一一一一 一一一一

(注) 35.40. 45. 48年は実績 55年は計画(資料)r宮崎県の農業J( 5 0年)
養豚.養鶏である。しかし.そのための基盤整備は. 日向市以南の広域沿海と.広域霧島が中心で.西

北山間では.わずか須木村と西郷村にパイロット事業が入っているにすぎなL、。ここでも西北山間は行

政の谷聞にある。 ζの基盤整備は、大規模土地改良事業と農村総合整備事業があるが、大部分がパイロ

タト調査の段階である。土地改良の指定地区は、尾鈴地区農業基盤整備事業(日向市、東郷町、高鍋町L

新富町、オ胡町、川南町、都農町)、劇11土地改良事業(西都市、佐土原町、国富町、綾町)、南川地

域農業開発調査(宮崎市、清武町、田野町、高岡町、綾町、都減市、高崎町、えびの市、高原町、野民舟

町、須木村)、南那珂広域農業開発調査(日南市、串間市、北郷町、南郷町)である。農村総合整備事

業は図 2-2の通Dである。

流通施設は、送乳基地が細島に、集送センタ一、鶏卵出荷施設、鶏肉加工施設の三施設が新富町κ集

積されている。又、選果場、果汁工場が川南町に、食肉流通施設が都農町におかれ、宮崎市には、とれ

ら農産物の流通に関するコンピ sータ化された管理センターと、多目的貯蔵庫が配置され、同様K、都

城市にも、管理センタ一、集送センタ一、鶏卵出荷施設が、小林市κも管理センターがおかれている。
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表 2-4 農家経済の推移

区 分 40年度 45 50 

農
実数 全国 365.2 508.0 1.146.0 

業
(千円) 九州 358.7 425.5 1.008.7 

所
宮崎 312.1 458.9 1.1 08.6 

比率 宮/全 85.5 90.3 96.7 
得
(幼 宮/九 87.0 107.8 109.9 

農 実数
全国 395.6 885.2 2.268.4 

外 (千円)
九州 298.1 644.4 1.774.5 

所
宮崎 246.2 594.l 1.328.4 

得
比率 宮/全 62.2 67.1 58.6 

(幼 宮/九 82.6 92.2 74.9 

農 実数
全国 760.8 1.393.2 3.414.4 

家
九州 656.8 1.069.9 2.783.2 

(千円)
宮由香

所
558.3 L053.0 2.437.0 

比率 宮/全 73.4 75.6 7l.4 
得
(rc) 官/九 87.6 85.0 98.4 

50Ao(倍)

3.41 

2.81 

3.5 5 

5.73 

5.95 

5.4 0 

4.4 9 

也24

4.37 

一方の工業施策は.函 2-1で見

たように. 日向延岡の新産都市の

.護備.農工併存を基調にして県中

南部の低開発地域工業開発地域を

中心に農村工業導入をはかつてき

た。その結果昭和 36年より 50 

年までに 109の誘致企業が進出

し.出荷額も 4 5 年を~ 0 0とし

た場合 230と伸びてはいるが.

全国シェアーはまだ低L、。

5 0年の工業統計書によれば.食

料品と木材・家具等の地場産業の

工場が半数以上を占め.規模も70

%弱が 9人以下層である。地域的

資料:農林省「農家経済調査J(出典 r宮崎県の農業J50年) Kは.やはり日向延岡地区の工場

.. '!同県

-従業員・出荷額ともシェアーが

高く.宮崎・都城地区がこれK続

いている。工業に関しての施策は

山間部に関しては全く手がつけら

れていなL、。

きて以上のような開発政策の下

での産業構造の変容は.より細か

く市町村レベノレまでおりたとき.

どのような地域構造変容を生み出

しているであろうか。様々な行政

上の地帯区分と L、かに絡んでいる

であろうか。

大規模土地改良事業

O 農村総合整備事業

A 流通施設
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第 2節宮崎県の地域構造変動

第l項 人口・就業構造の変容にみる地域格差

表 2-.5は 50年人口の 35年比をみたものであるが.増加は 8市町村 18.2'Yoにすぎず.減少は

3 6市町村 81. 8 'Yoを占めており. 3 0 %以上減が 30 'Yo• 2 0 %以上減が 60%を占める。増減率と

表 2- 5 人口増減率別市町村数(50/35年)
人口サイズをクロスし.平均増減率ム4.4%を

軸Kしてみると.次のような 5類型にわけられ

る(図 2- 3 )。
土曽減率 市町村数 ?ら

5 0 'Y"...... 

噌 3 0-49 'Yo 2市 4. 5 % 

¥ 

20-29'70 
力日

率 10-19% 1町
2. 3 '70 

5- 9% 1市B町 6. 9 'Yo 

0- 4% z町 4. 5 'Yo 

増加市町村 8 ( 3市5町) 1 8.2% 

。-4% 1市 1町 4. 5 'Yo 

減
5- 99ら

少
1.0-199ら 2市6町村 18.2 % 

率
20 -2 9 'Yo s市9町村 2 7.3% 

30'---499.'0 1 2町村 2 7.3% 

50 'Yc--- 2町村 4.5% 

減少市町村 36(6市30閉す) <l 1. 8 'Yo 

言十 4 4 1 0 O. 0 % 

「国勢調査」昭 35年.昭 5・0年

1 -(1)平均以上増加

人口 z万以上(4市)

1 -(2)平均以上増加

人口z万以下せ万以上(6町村)

n -(1)平均以上滅少・ z万以上(5市)

且ー(2)平均以上減少・ 30 'Yo未満滅

サイズは 6千人以上(14町村)

n -(3)平均以上減少・ 30%以上減ーサイズは

@を除き 6千人以上(15町村)

これを地図におとしてみると.一定の地域的特

性が明きらかとなる(図 2-4 )。平均以上増

加は臨海部及び宮崎・都城周辺K集中し.逆K

3 0 %以上減少は内陸山間部に集中している。

更に年度を区切ってみると 35年-4 5年I'L漕加したのは.宮崎・延岡・日向の 8市と門川・清武・

佐土原の 8町であり 38市町村が減少であった。しかし 45 -5 0年 には.これら 6市町村K加え

都城市.高鍋町、都農町.新富町、国富町.田野町.山之口町.三股町.南郷町の 9市町村が増天し(

地図では@記号)ているが.先の 6市町村の周辺部分であることがわかる。先述した県の農業・工農振

興政策の地点を重ねあわせれば.工業が比較的集積されている地域.新しい農業の再編地帯.中核都市

ーとりわけ宮崎市・都城市周辺部K増加市町村が集まっている。それでは.これら人口変動は.就業構

造の変動とL、かに関連しているであろうか。

第一次就業者は押しなべて 30%以上減であり.とりわけ人口増加市町村は 40%以上減である。従

って.第二次産業就業者の婚減率と第三次就業者の婚減率ゼクロスすると以下の 4つのパターンが得ら

れる(図 2-5 )。
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図2-3 
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図2ー岳

人口変動のパターン

(0印は市町村番号)
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A B型

A b型

a b型

ムAB型

その他

第二次・第三次とも平均以上増加(2市4町)

第二次平均以上増.第三次平均以下増(1市16町村)

第二次・三次とも平均以下塘(3市6町村)

第二次・三次とも減少(6町村)

( 2市 8町)

図2-5 第二次・第三次就業者の増減率のパターン(昭和35-50年〉

第三次期唱民事

第二次子瑚明。口事
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これを人口パターンとクロスさせると.A B型はI型(増加)と重左久その対援のo.AB型はs-(3)型

( 3 Q %以上滅)と重~っている。更に45-50年の人口増加町村は南郷町を除き全てAb型に入っている(図で

は町付名をOで圏んである。)。この結果.総体としての就業構造の変化は表 2-6にみる如〈、宮崎

市・延岡市は一貫してそれぞれ第三次.第二次のウエイトが高かったが.更に日向市.都城市.日南市、

小林市.佐土原町.高禍.三股.新富各町tておいて.農業から第二・三次にむけてウエイトが移り.就

業構造の質的転化がみられる。これ以外の 33市町村は依然として第一次産業が主産業である。

以上のような人口変動・就業構造変動のクロスからつの地域類型として表2- 7の如くもつのパ

ターンが得られる。(1)従って、 I型市町村の人口増加は、北から延岡、日向の新産都市、県都宮崎市と

連担する臨海町村であり、県南では、志布志湾へのインターチェンジK位置する者l減市とその周辺町村

で構成され、他方、小林市、西都市、えびの市は、いずれも内陸部に位置する県都であb、第二、三次

産業で県内Kおける要所とは成bがたい地理的条件にある。
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A 型:宮崎市・日向市・

延岡市・都城市・門川

町.佐土原町清武町.

三股町.高鍋町.新富

町のも市 6町人口総数

645.701人で.人口増

加では平均以上の糟加

を示し.同時VL，就業

人口も増加し.現在は

第二次・三次就業者の

ウエイトの高い地域で

あり， AB型の毎<， 

その飛躍的発展のあっ

た市町を含む.もっと

も活力のある地域であ

るη

B 型:日南・小林各市部、

i君富.田野.川南.都

農.山之口‘南郷各町

のz市6町.人口総数

1 69.08 2人であり.

人口減少市町村である

けれど.その減少は

2 09'0未満であにそ

の中でも都農.国富.

田野.山之口・南郷各

町は 45年以降人口増

K転化してきている。

表 2-6 就業構造の変化

構 成 比 (850年)

総数第一次第二次第三次

宮 崎 100 ro 10.4 17.6 71.9 
都 域 100 23.8 23.7 52.3 

市 延 岡 100 9.2 38.7 51.9 

日 南 100 22.4 25.1 52.3 
林 100 39.5 17.9 42.4 

日 向 100 12.6 35.0 52.1 

部 串 問 100 43.4 1 7.2 38.9 

西 都 100 44.0 19.1 3'6.6 
えびの 100 56.4 1 3.1 3.0.3 

宮 清武町 100 39.4 22.3 38.() 
崎 田野町 100 45.5 2 1.2 33.1 
郡 佐土原町 100 29.8 25.7 44.3 
北郷町 100 48.4 23.5 28.0 
南郷町 100 49.9 14.6 35.4 

北 ニ股町 100 36.6 23.6 39.5 

諸 山之口町 100 40.8 28.1 30.9 

県 高城町 100 53.1 1 7.3 29.5 

郡 山田町 100 55.5 19.3 25.0 

高崎町 100 60.3 15.9 23.8 

西 局 j京町 100 53.6 17.9 28.4 

諸県郡
野尻町 100 61.8 12.6 25.4 
須木村 100 65.8 9.8 24.l 

東 局岡町 100 49.7 16.7 33.6 
諸県 園富町 100 48.5 18.2 33.0 
君E綾 町 100 岳6.0 21.3 32.5 

高湖町 100 22.3 22.7 54.9 

新富町 100 40.6 17.2 42.2 

児 西米良村 100 53.8 12.0 34.2 

木城町 100 49.9 19.9 30.0 
話量 川南町 100 5 7.7 14.6 27.6 

郡 都農町 100 45.5 22.6 31.8 
門川町 100 22.1 38.0 39.8 

100 56.1 2 1.9 21.8 

100 58.5 15.5 25.7 
東 西郷村 . 100 62.7 13.9 23.3 

臼 北郷付 100 6 1.1 14.7 24.0 

杵
北方町 100 52.5 25.3 22.2 

北河町 100 41.5 28.3 29.9 
郡 北崎町 100 5 7.7 14.3 27.7 

諸.塚葉 付 100 63.4 10.5 26.1 
准村 100 65.5 8.6 25.6 

西 晶千穂町 100 44.3 15.4 40.1 
臼杵 日之影町 100 54.2 18.3 27.3 
郡 五ヶ瀬町 100 64.7 1 1.3 23.8 
全 県 100 29.3 22.5 48.0 

全国 13.8 34.1 51.8 

構成比(835年

第一次第二次第三次

29.2 1 5.0 5 5.7 
45.6 16.8 37.6 

21.1 40.9 38.0 
42.3 19.5 38.1 

60.0 11. 3 28.7 

38.9 19.1 42.0 
s 2.8 12.6 24.5 

59.0 18.1 22.9 

69.2 8.6 22.2 

67.6 10.3 22.1 

71.1 。.9 22.0 
65.7 9.2 25.0 

75.8 9.8 14.3 

67.3 11.1 21.5 
68.2 12.2 19.6 

71.8 9.7 18.5 
7 1.1 11. 6 17.3 
7 7.2 7.2 15.6 
74.5 7.9 17.5 

73.5 7.7 18.9 

79.4 6.1 14.5 

74.1 9.1 1白8

73.5 7.6 18.9 
74.0 6.4 111.6 
65.6 l吐2 18.2 
'43.2 16.2 40.6 
65.2 5.5 293 

7 1.0 7.7 21.2 
74.0 7.1 18.8 

75.0 5.6 19.3 

65.1 11. 0 23.9 

54.3 21.5 24.2 
80.3 6.1 
7也8 9.3 15.9 

79.9 4.8 15.3 I 
78.9 4.4 16.7 

66.9 17.3 15.7 

72.2 12.9 14.8 
78.7 7.8 1 3.5 I 
53.5 26.1 20.3 

63.6 19.2 1 7.2 

6 1.3 11.0 27.7 

60.2 19.7 2 0.1 
76.5 6.9 1 6.6 

52.6 16.1 3 1.3 

32.6 29.2 3 8.2 

地域的にみると A豆地域の市町の周辺部である。就業人口も 35年段階にはまだ回復していないが、

C型地域・ D型地域K比し、減少率は低い。

C 型:串間市・西都市・えびの市・高千穂町.高岡町.綾町.高城町・山田町&高崎町・野尻町の 3

市 8町であり人口 19 0.6 77人である。人口減 20-309'0来満である。就業人口の減少率も 2 0 

%台が多く.就業構造も 35年と変化なく農業地域である。しかしAb型も含まり.誘致企業の導

入等により.地域住民の労働ー生活過程K新たな息吹きが生じていると思われるが.一般的に過疎

化を脱しきれない地域である。

D 型.A地域の対極にある地域であり.表 2-5のように 1 5町村.人口 79.5 9 5人である。地域的
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.表2-? 人口・就業構造変動よりみた地域類型

地場
市町村名

人口変動 就.業構造変動

類型 35/唱。 F弘~%Óヲ事:ヂ 就業措置の変化霧荷覆)
宮崎市 1 -(1) 十一今十 AB 

農三二次→次(fJ;二(別次製売造ト・三ピ)ス渉: 
5 4. ~ 

A 日向市 1 -(1) 十一+十 AB 39.5 

延岡市 1 -1) 十.....十 ab 13.5 

都城市 1 -(1) 一→@ Ab 農→三次 0.9 

型 門川町 1 -(2) 十+今十 AB 農→二次・三次 10.2 

佐土原町 1 -(2) 十一→十 AB 

峰回同回1回・隆E量島→ー→→一もS会二二二=三三次次次次次次・三次

17.2 

i清武町 1 -(2) 十→+ AB -三次 7.5 

三股町 1 -(2) 一->$ AB -三次 3.3 

高鍋町 1-匂) ー→@ Ab 6.2 

新富町 1 -(2) 一→@ Ab -三次 ム 9ι

日南市 D -U) ーー→ー a b ム 12.8

B 小林市， D -(包l)) ~- Ab |農→三次 ム 8.8

国富町 D - ー→@ Ab ム 17.2

田野町 D -(2) ー→@ Ab 乙~ 9.0 

型 川南町 n -(2) ー→@ Ab 正込 5.5 

都農町 D -(2) 一→@ Ab 〆ー、 ム 6.9

山の口町 D -(2) ー→@ Ab 第 ム 11.3

南郷町 D -(2) 一→@ a b 一 ム 12.1

串間市 D -U) その他 次 ム 28.2

C 
高西え千び都穂の市市町

EE-ーl(111) 
その値 産 6. 26.4 

a b 業 ム 22.4.

D -(2) a b . ム 11.0 
型 高岡町

D -(2) Ab 農 ム 19.3

綾町 D -(2) a b 業 ム 20.0

高城町 D -(2) a b 変 就 ム 17.4.

山田町 D -(2) Ab 化 業 ム 18.3

高崎町 D -(2) Ab し 者 ム 22.3

高原町 D -(2) Ab Tε ヵ: ム14..8

野尻町 D -(2) Ab L、 多 ム 18.3
東郷町 D -(3) Ab L 、 ム 26.8

D 西郷村 D -(3) Ab ) 乙込 35.3

北郷村 D -(3) ー その他 ム 38.3

北川町 D -(3) Ab 6. 33.4 

型 北浦町 D -(3) ab ム 27.9

五ク瀬町 D -(3) a b ム 24..6

木城町 D -(3) Ab ム 29.2

北郷町 D -(3) Ab ム 36.1

南郷村 D -(3) ムAB ム4.2.5 

北方町 D -(3) ムAB 乙込 34..1

諸塚村 D -(3) ムAB ム4.7. 9 

推糞村 D -(3) ムAB ム4.2.9 

日之影町 D -(3) ムAB ム 30.8

西米良村 D -(8) ムAB ム4.8.4.

須木村 D -(3) ムAB ム 29.1

には県北・県央の内陸山間部で占められ.人口は 3010以上減.就業人口も 30-4010減も多く

みられる地域で.ムA，s型町村を全て含んでいる。このような労働力の絶対的減少は.地域農業の

衰退・停滞をもたらし.県内部でももっとも発展のおくれた地域である。延岡広域市町村圏の 8割

がこの一型に属している。

なお.これらの類型を地図Kプロ y トすると.図 2-4のパターンと重なり.一定の地域的まとまり

をもっ。
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夜(1)④ 地域格差と L、う点から見れば.市部.郡部の区分がある。

たしかにA型の町より B型の市の方が後述するよう!tL. 産業諸組織の集積度は高いが.こ

こではあくまでも変動という視点から把えた。

.@ 新産地域においては.延岡・日向・門川を除いよ 5町村は全てD型である。延岡市もA型で

はあるがご次・三次の伸びは.平均以下(a b型)である。このような新産地域の問題に関

しては.岩城論文で事例的に明きらかにされているので.本稿ではふれなL、。

きて.このような人口面における不均等発展は.総体としての地域生活のあり方K如何に反映してい

るであろうか。住民層の労働一生存過程に直接関わるところの産業構造.及び生活基盤のいくつかの指

標をもとに明きらかにしてみたいの

第2項 産業諸条件の地域格差・

まず.産業諸機関の分布をみると表 2-8の如く.A地域が事業所及び従業員数.工場数において.

6010以上と圧倒的なシェアを占めている。その対極のD型は 1割にも満たなL、。 B・C型は.A型と

はかなり格差を持ちつつ同じような分布状態を示している。誘致企業数では.事業所・工場数程の格差

はなL、。表2-9!tL見る様K.県の"一町村一企業.の方針の下に県南の内陸市町村Kも昭和 41年

以降企業進出が図られ.今では.全く未導入の町村は.A地区o.B地区O. 0地区 1(高千穂町). 

D地区6(北川町.北浦町.五ヶ瀬町.諸塚村.推葉村.西米良村)となっている。やはり.県北・県

央の町村は集中しており.これら町村の工業施策の皆無な状態が浮かびあがってくるの

表 2-8 産業諸機関の地域格差 「事業所統計調査報J (S 5 0年)

地域 事 業 所 工場数 誘 致 ii:: 業 ※ 

類型 事業所数 (%) 従業員数 (1~ 工場数 例 企業数 (10) 従業員数 (%) 

A地域 31922 61.2 247.付。人 69.4 2251 62.3 54 48.6 15.832人 72.5 

B /1 8358 10.6 49.810 14.0 637 16.7 23 20.7 3.046 13.9 

o /1 8670 16.6 43.708 12.0 569 15.8 20 18.2 1.915 8.7 

D /1 3274 6.3 1 5.6 3 4 4.4 145 5.2 14 12.6 1.07 5 4.9 

計 52141 100.0 3 56.592 100.0 3602 100.0 111 100.0 21.968 100.0 
」ー

後宮崎県商工労働部「宮崎の労働市場J( S 5 1年)

「宮崎県企業名鑑J(昭和 52年版)によれば、従業員規模 300人以上の事業所の集積は以下の如

くである。宮崎市 18企業、延岡市 17企業、日向市 6企業、都城市 5企業、土佐原町z企業、高鍋町

1企業、小林市 2企業、川南市2企業、日南市 l企業、都農町 1企業、高崎町1企業であP、地域別に

みるとA地域49企業(8 6 % )、 B地域6企業(1 lI. 5 % )、 C地域1企業(3. 5 % )、 D地域はゼ

ロという状況であ夕、 A地域の資本の集積度が他地域を凌賀してお夕、とりわけ宮崎市と延岡、日向の

新産都市κ偏よって集中しているととがわかる。
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表 2-9ー① 誘致企業の導入 (A地域)表 2-9ー③ (C地域)

3.6 -
も昨
41-
45年
46-
50年 言十(噌員〉 36-. 41::c-. 

40年 45年
46-
50年 言十洋葬員)

宮崎市 5社 1社 1社 7( 355.心 串間市 。 。 l 1( 13臥ぷ

日向市 4 12 畠 1Il(8577 ) 西都市 z 。 1 3( 174) 

延岡市 8 。 。3 ( 995) えひめ市 。 1 1 2( 110) 

都城市 2 8 B 7(2524 ) 高官憲町 。 。 。 。〕
門川町 。 z 。2 ( 248 ) 高岡町 。 日 1 

佐土原町 6 。 。6(1740 ) 綾 町 1 。 8 4( 341 ) 

清武町 。 2 B 4( 580 ) 高城町 。 1 l 2( 587 ) 

三投町 1 1 。2 ( 141 ) 山田町 。 1 。
高鍋町 1 。 1 2( 142 ) 高崎町 l 。 1 2( 191 ) 

新富町 。 1 2 3 ( 630 ) 高原町 。 。 z 2( 113 ) 
計 22社 22社 10社 54(1. 5，932 ) 野尻町 。 1 1 2( 165) 

計 4 4 12 20( 1.754 ) 

表 2-9ー②
表 2-9-④ (D地域)

846-Q年 41-. 46- 武従事員)
45年 50年

8460-年 4415-年 465-0年 試従葬員〕 東郷町 。 1 。 1( 111 ) 
日南市 。 。 5 5 ( 453.心 西郷村 。 。 z 2( 140 ) 
小林市 。 z 。2 ( 720 ) 北郷村 。 。 1 1( 103 ) 

国富町 。 2 。2( 154 ) 北川町 。 。 。 。)
田野町 。 1 z 3(也29 ) 北浦町 。 。 。 o ) 

川南町 。 B 品 4( 232 ) 五7;瀬町 。 。 。 o ) 

都農町 1 z 。3( 434 ) 木城町 。 。 2 2( 109 ) 

は之口町 。 2 1 3( 374 ) 北郷町 。 1 3 4( 283 ) 

南郷町 。 。 1 1( 250 ) 南郷村 。 。 1 1( 100 ) 

計 1 12 10 23(3仙 6均 北方町 。 。 1 53 ) I 

諸塚村 。 。 。 。)1
推葉村 。 。 。 。( 。)1
日之静T 。 。 1 1( 101 ) 

西米酎す 。 。 。
須木村 。 l 。
言十 。 8 11 14(1075刈
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農業経営組織についてみれば.専業率は. B地区・ C地区に高いが. D地区では極端に少い俵2-

10 ) 0 A地区でも.日向・延岡の工業都市を除いた市町村ーとりわけ宮崎市周辺.都城市周辺の市町

村は本場より高い専業率を示す。 B • C地区の場合.従来からの農村地域であるが.A地区の専業率の

高い市町村は.新しい農業再編成の下で.果樹・野菜等の施設園芸(宮崎市周辺).畜産(都城市周辺

)の産地として行政的Kもテコ入れきれ.全国的な地位を高めているところである。

表 2-10 専業別農家数 単位伺 表 2-11 兼業先別農家数(第二兼)単位伊)

(第二種兼業・雇用農家)

地域 総農家 専業農家 第1種農業 第Z種農業 地域 給: 数 恒常的畷跨 出稼ぎ 日早臨時雇

A 
32.640 7.290 7.321 18ρ29 A 

15;1 24 10.228 8岳1 4.555 

(100.0%) (22.3%) (22.4'70 ) ( 5 5.3'70 ) (100.0%) (67.69'0 ) ( 2.3'70) ( 30.1'70) 

B 
17.444 4.759 4.581 8.104 

(100.0 ) (27.3 ) (262 ) (46.5 ) 
B 

7.053 告.317 306 2.430 

(100.0 ) (612 ) ( 4.3 ) (34.5 ) 

O 
28.685 6.984 9.188 12.513 

(100.0 ) (24;3 ) (32.1 ) (43.6 ) 
C 
10.655 5297 1.023 4.335 

(100.0 ) (49.7 ) ( 9.6 ) (40.7 ) 

D 
11.486 1296 3.766 6.3 74 

D 
5ρ02 1.935 203 3.067 

(100.0 ) (11.3 ) (33.0 ) ( 55.7 ) ( 100.0 ) (38.7 ) ( 4Jl ) (61.3 ) 

県言十
90205 20.3 2 9 24.856 45.020 

(100.0 ) (22.5 ) (27.5 ) (50.0 ) 
県言十

37.834 21.777 1.8 73 14.387 

(100.0 ) (57.6 ) ( 4.4 ) (38. 0) 
L 

宮崎県「農業センサスJ(昭 50年) 宮崎県「農業センサスーJ(昭 50年)

とれK対し.第ユ兼業化は.A地域と D地域に進行しているが.内実ははなはだ異る(表 2-1 1 )。

A地域では恒常的勤務Kつく割合が高く .D地域では.約 6割が日雇兼業である。つまり D地域では

自立専業する加工困難な生産基盤(山林が多く耕地面積少し傾斜地等で近代的経営が困難等)である

Kも関わらず.安定した兼業先もなく.先述した毎く誘致企業導入も遅々として進まず.林業関係・建

設関係の労務日雇で生計を立てている膚が多いことがわかる。

このような産業上の諸機関の集合のあり方の諸結果としての.純生産額をみると.その地域的不均等

発展は如実に示される(表2ー12 )。

表 2-12 50年度 産業別純生産額 「宮崎県統計年鑑J (S 5 4年版)

総額(千円) (妨 第 1次総額 (鈎 第z次総額 f殉 第 3次総額 (%) 

A 641.3 7 6.495 66.3 40.367.418 29.7 135.650.1 7 6 69.9 465.358.9 0 1 73.0 

B 137.525l42 14.2 34.655.724 25.5 27.601.112 14.2 75.268.306 11.8 

C 129.7 08.2 3 0 13.4 36.990.448 27.2 21.360.546 11.0 71.3 5 7.2 36 11.1 

D 58.3 91.9 5 9 6.0 23.782.509 17.5 9.398.486 4.8 25.210.964 3.9 

言十 967.001.826 100.0 135.796.099 100.0 194ρ10.320 100.0 637.195.407 100.0 
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A.t也域は二次・三次産業では圧倒的なシェアーを占め.更に第一次産業においても新しい農業再編成に

より他地域より高生産額をあげている。これに比べ. D地域は.どの産業においても落ち込んでいる。

B ・C地域では.若干 B地域のシェアーが高いが.それほどの差ではなL、。

以上みた.産業諸活動のあり方は.当然tても停滞地域での貧困化をおしすすめる。生活保護率には.

それが如実に示されている(表 2-13)oA地域では全県ー少い佐土原町(8. 8 '10 ) .清武町(10.4 

'10 ) .高鍋町.新富町(各 13.5 '10 )が続いているが.この地域では日向 (21.9%).延岡(2 o. 9 

'10 ) • 門川町( 3 O. 1 '10 ) と工業地域Kおいて高い比率が出ているのは注目しておきたL、。

表 2-1 3 生活保護率の分布 そして. B地域・ C地域・ D

地域

A 

B 

C 

D 

色町)

o -9 '10 10-19'10 20-29'10 30-39% 40'10- 言十

l 

。
。
。
1市

4 4 1 。 10市町村
6 z 。 。 8 11 
l 9 1 内 11 11 

1 6 ? 1 15 11 

12市町村 25市町村 9市町村 1市町村 44 fI 

県平均(207)↑ 
資料)宮崎県統計年鑑(s 5 1年)
生活保護率直 保護人員(1ヶ月平均)

人口1.000 人

地域という順で保護率は高くな

り.まさに.産業諸機関の集中

・集積度と逆比例の動きを示し

ている。この生活保護率の高低

と 65才以上人口比と関連さ

せてみると.宮崎・佐土原.清

武の 3市町は県内で最も 65才

以上人口比が低い地域であり.

D 地域では全町村が平均以上K

高い(表2-14)。 ζれは、生活

保護率と同様の傾向を示しているの D地域では.人口の老令イヒが激しく進み.地域産業の停滞がもたら

されており.地理的な条件も加わり.深刻な問題をはらんでいる。

表 2-14 6 5才以上人口比 (総人口比) 「国勢調査J (昭 50年)

6 %台 7 '10台 8 '10台 9 '10台 10 '10台 11'10台 12'10台 13'10- 計

A 1 z 。 5 2 10市首T村

B 。 。 。 。 4 8 8 11 

C 。 。 。 。 1 ? 2 1 11 11 

D 。 。 。 。 z 2 3 8 1 5 11 

計 1市町村 2市町村 。 5市町村 9市町付 12市町村 12市町村 9市町村 44 fI 

県平城 9.5'1;rr 
次V亡、とのよう念産業諸機関の地域格差を土台とした人口の労働一生活過程のあり方を、もう一方で

規定する日常的念生活基盤の地域的分布とは、いか~る様相を示すであろうか。

第3項 生活基盤の地域格差

A地域・ D地域の産業上の格差ーとりわけD地域の停滞の基本要因の 1つに足"の問題がある。

つまり交通通信網のネットワークの体曜は.中央から遠距離にある宮崎県の県計画Kも最重要課題とし

てあげられその整備に大規模な投資が行われてきたのであるが.この足の問越は.単に経済 の停滞

のみでなく.地域社会全体の再生産過程に多大な影響を及ぼさざるをえなL、。その意味で.道路ーとり

わけ市町村道の整備状況をみると.表 2-1 5の如くである。 A地域では.三股町.高鍋町を除いた全
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てが平均以上であ九最も高いのカミ日向市f改良率45.0'1...舗装率65.1%)である。逆に、 D地域では、東郷町・

木城町を除いた 13町村全てが平均以下であり、去Pわけ、諸塚村 (0.5'1... 2.4 % ).推葉村向。%、1.0%)
をはじめとして 8町村が.改良率・舗装率とも 1割Kも達していない"陸の孤島ω 的状態である。

同様な傾向が.上水道の普

及率にもあらわれており.表 2- 15 市町村道改良率・舗装率 ※ 

いそ ?ら?ら ヲも 9ら 宇ら
計o -9 10-19 20 --29 30~9 40-

A 。 1 1 4 4 10相 I村

改 B l 1 z 8 1 8加T村

良 C 。 5 z a 1 11 " 
率 D 9 B 2 1 1 15 " 

県平均 (27.5'10) 付市町村

A 。 1 。 4 5 10市町村

舗 B 。 。 6 。 z 8 1/ 

装 C 。 1 z z 6 11 1/ 

率 D ? 4 8 l 。 15 1/ 

県平均 (33.5'10) -叫市町村

度年n
u

n

u

n

u
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u
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表 2-1 6 上水道普及率

海域で o_(jo 1ト1~ 2←2;0 3ト 4;0 50-7;0 80た 計

A 。 。 。 O 5 5 10市町村

B z 。 。 。 2 4 8 " 
C 。 。 2 1 B 5 11 " 
D 1 l 2 5 5 l 15 H 

県平均 (74.5'10) 44 1/ 
」一一一

資料〉 前掲と同じ

D地域の過疎町村内では.

いまだ河川の水を使用して

いる部落もある(表2-161.

社会福祉関係における.

保育所の問題をみると.収

容主義は.A地域とD地域が

同じ傾向を示す俵2ー17 )。

A地域では、人口・

世帯の婚加K伴う収容率の

低下であるが.D地域では

逆に世帯主等の流出Kより

女子労働がその地域の基幹

労働力化してくる問題が背

景にある。

そのため.過疎町村におい

ても.保育所問題は福祉対

策の重要施策になづてきて

L 、る。

住民の生命と健康に関わ

る医療面においては.私的

経営機関の市町村別データ

はとりおさえることはでき

なかったが 10保健所管

区内のデータと関連させる

と以下の様態が明きらかと

なる。

市町村立病院に唄していえば.ある程度.各地域に分散されていること.また.へき地では母子保健セ

ンターが設置され.出産・分娩に関する緊急、時の機関も網羅されつつある(表 2-18 )。これは宮崎

県が.かなり力を入れて地域医療計画をおし進めてきていることの成果であるが(表 2-19 ).地域

住民の生活過程レベルまでおりると.歯科がない.産婦人科医がL、なL、.小児科医がL、ない等の諸問題

が浮かびあがってくる。図 2-9. (表 2-22 )は‘へき地と無医地区数であるが.現実には.とり
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表 2-1 7ー① 保育園数及び収容率 (A地域)

うち
百十 (市町村立〕 (収容率)

宮崎市 597";所 ( 6) 80.8 '}'O 

日向市 10 ( 3) 7 7.1 

延岡市 19 (13 ) 36.1 

都城市 35 (12 ) 68.6 

門川町 5 ( 5) 32.3 

佐土原町 7 ( 6) 55.2 

清武町 7 ( 0) 80.1 

三股町 9 ( 1) 51.7 

高鍋町 ? ( 5) 30.2 

新富町 7 ( 5) 63.1 

言十 165 (56) 

資料)宮崎県「市町村財政概況J(昭50年)

(季節保育所は含まない)

表 2-1 7ー③ ( c地域)

百十 (諮問 収容率

串間市 13 (12) 30.9 % 

西都市 18 ( 9) 46.6 

えびの市 12 (11 ) 62.5 

高千穂町 5 ( 5) 8 O. 5 

4 ( 4) 22.5 

綾 町 も ( 4) 40.5 

高城町 8 ( 3) 28.8 

山田町 6 ( 6) 86.8 

高崎町 6 ( 4) 45.0 

高原町 5 ( 3) 38.0 

野尻町 8 ( 3) 60.9 

言十 79 (64) 

表2-1 7ー② (B地域)

計 (~毒村立) 収容率
日南市 9・ ( 8) 132.7 % 

小林市 14 ( 1) 66.3 

国富町 10 ( 4) 59.9 

田野町 8 ( 3) 83.8 

川南町 1 1 (11 ) 87.3 

都農町 8 ( 6) 89.8 

山之口町 4 ( 3) 65.2 

南郷町 5 ( 5) 48.0 

言十 69 (41) 

表 2-1 7ー④ (D地域)

言十 (う市ち町村立) 収容率

東郷村 2 ( 2) 20.1 '}'O 

西郷付 2 ( 2) 103-1 

北郷村 z ( 2) 50.0 

北川町 4 ( 4) 49.4 

北浦町 4 ( 0) 100.0 

五ヶ瀬町 6 ( 6) 58.3 

木城町 Z ( 2) 50.9 

北郷町 z ( 2) 92.3 

南郷村 3 ( 3) 61.5 

北方町 4 ( 2) 24.9 

諸塚村 4 ( 4) 67.6 

椎葉村 。 。 。
日之影町 5 ( 5) 65.2 

西米良村 。 。 。
須木村 も ( 4) 81.8 

言十 44 (38) 

わけD地域Kおいては.いわゆる無医地区が解消されずKあることがわかる。この地域は老人層も多く

切実な問題を抱えている。

表 2-23は.福祉・医療等に関わる公共施設の配置状況をみたものである。各地域の人口の内部構
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表 2-1 8 -① 医療機白書の所在 (A地域) 表 2-1 8 -② (B地域)

市町村立診療所 母子保健 保健 市町村立診療所 母子保健 保健

持院 喜続 普ZJZi センター 所 病健 室病 |者E離隔 g病i センター 所
宮崎市 o( 0) 2(日) 1 (45) O O 日南市 1 (114) 2( 0) o ( 0) O 

日向市 o( 0) 1( 6) 。(0) O 小林市 1 (178) 1( 0) o( 0) O 

延岡市 。(0) 2( 0) 。(0) O 国富町 。( 0) o( 0) 。(0) 

都城市 1 (制) 7( 6) 1 (40) O O 田野町 1 (42) o( 0) o( 0) 

門川町 o( 0) 1( 0) 。(0) 州崎町 。( 0) 。(0) o ( 0) 

院土脚]。(0) 1( 4) 。(0) 同開I1 ( 61) o ( 0) 1(16) 
清武町 o( 0) 。(0) 。(0) O 山之口町 o ( 0) 1 ( 0) o ( 0) 

三股町 1 (60) 1 ( 0) 。(0) 南須賀] 。( 0) o ( 0) o ( 0) 

高鍋町 。(0) 。(0) 。(0) O 計 4(395) 4( 0) 1( 16) 。 2 

新富町 。(0) 。(0) o ( 0) 

言十 2(100) 15(16) 2 (85 ) 8 5 
表 2-1 8ー④ (D地域)

市町村立診療所 母子保健

表 2-1 8一@ ( c地域)
市町付立病院 母子保健 保健

病院 長病 者Zl離漏 装病 センター 所
病院 喜病 善2隔離 室病 センター

東郷村 1(30) 1( 0) 。(0) 

西郷村 1 (34) 。(0) 1(10) 

串間市 1 (129 ) 1( 0) o ( 0) O 北郷村 。(0) 3(10) o ( 0) 

西都市 。( 0) 3 ( 0) 1 (19) O 北川町 。(0) 1 ( 0) o( 0) 

えびの市 1 ( 45) 1 ( 0) 。(0) 北浦町 。(.0) 1( 0) 。(0) O 

高千穂町 1 (109) 2 (19) 1 ( 26) O |五ク瀬町 1(40) 3( 0) 1 (l 0) 

高岡町 。( 0) 1( 0) 。(0) O 木城町 。(0) 1( 0) 。( 0) 

綾町 o ( 0) 1 ( 4) o( 0) O 北郷町 。( 0) 。(0) o ( 0) O 

高城町 。( 0) 2 ( 0) 。(0) 南郷村 1(20) 2 ( 0) 1(10) 

山田町 。( 0) 1( 0) 。(0) O 北方町 。( 0) 。(0) o ( 0) O 

高崎町 。( 0) 2( 0) 。(0) O 諸塚村 1(32) O( 0) 1(15) O 

高原町 1 ( 62) lC 0) 。(0) 椎葉村 1(59) 1( 0) 1 ( 10) 

野尻町 。( 0) 1( 0) 。(0) 日之影町 1(60) 2( 4) 。(0) O 

言十 4(345) 161( 23) 2( 45) 4 3 
ーーーーーーー....J..一一一一一一一

西米良和 1(36) 2( 5) o ( 0) 

須木村 。(0) 2( 6) 。(0) 

.言十 8(311) 19( 25) 5( 55) 5 

-165 -



造との関連で意味づけは違つてはくるが.医療機関を除いた他の機関は.産業諸機関の集中と同様A地

域の比重が高L、。しかし B・C地域ではその位置が逆転しているo これは B地域がA地域のベットタ
ワン的存在でもあるので.A地域と混合した利用形議Uてあるためと思わーれるつ公的医療機調K関しては

逆に辺地になるに従い集中度が高まるが.私的医療機関を含めたデータでは.逆になるであろう。つま

り.辺地Kなればなる程公的機関への依存度が高いこととなるo

表 2-1 9 宮崎県の医療 (全国比)

病末の率 (人口 10万対) (昭 51年末)

病 院 病 床 診療所

総 数 一般病床 指神病未 結核病床 伝染病床 病 5転

宮崎県 1384.8 742.0 449.2 164.5 29.0 337. 3 

全 国 1046.1 648.7 249.9 116.0 18.9 237. 3 

注)全国は昭 50年 資料)r宮崎県の衛生 1( 52年)

表 2- 2 0 保健所管轄地域別にみた医療l鶏係者数・率 (人口 10万対)紹 51.12. 31現在)

高信号で 宮 者E 延 日 局

穂空
串 日 西

崎 城 南 林 鍋 間 向 都
計

岡

医 師
数 430 155 149 69 87 44 28 17 58 27 1.064 

率 132.4 86.8 96.3 97.2 122.5 76.7 79.6 56.7 58.2 48.0 96.9 

歯科医師
数 114 48 46 19 24 14 10 7 22 14 318 

率 35.1 26.9 29.7 26.8 33.8 24.4 28.4 23.3 22.1 24.9 29.0 

数 197 62 81 28 27 21 9 6 28 12 471 
薬剤師

率 34. 7 52.4 39.5 38.0 36.6 25.6 28.1 42.9 60.7 20.0 21.3 

数 52 24 26 11 16 15 10 6 19 11 190 
保健婦

率 16. 0 13.4 16.8 15.5 17.6 26. 1 28.4 20.0 19.1 19.6 17.3 

数 82 38 35 28 49 12 10 7 26 24 3111 
助産婦

率 22.6 53.8 28.4 23.3 26.1 42.7 25.3 21. 3 39.5 20.9 28.3 

数 642 284 256 161 88 94 34 33 76 84 1.752 
看護婦世

'$ 197.7 96.7 163.8 96.7 76. 3 149.3 159，0 165.5 226.9 1l0.0 159.6 

数 925 560 581 270 257 167 96 114 292 139 3.401 
准看護婦吐}

率 313.5 284.8 375. 7 380.5 282.4 291.1 273.1 380.0 293.1 247.1 309.8 

資料) 前局書
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図 2-6 医療上のへき地と広域医療圏

~山間へき地区

亡二コ都市平野地区

O 保健所所在地 M

⑥ 保健所、総合
病院所在地

(太線は広域医療圏域)

資料)前掲書

表 2-2 3 公共施設の分布状況(1)一施設・医療関係

地
保育所数傍)幼稚園数(幼 老人ホーム数例 京協域

A 162 (岳6.2) 87 ( 64.4) 10 (35.7) 19 

B 69 (19.8 ) 18 (13.8 5 (17.9) 9 

C 79 (22.2 ) 20 (14.8 9 (82.1) 22 

D H (12.8 ) 10 ( 7.5 4 (U.8) 82 

表 2-2 1 

保健所管内別医療施設数(昭5l年)

病院 診療所

宮崎保健所 50 209 

都城保健所 32 94 

延岡保健所 19 83 

日南保健所 8 46 

小林保健所 13 56 

高鍋保健所 7 29 

高千穂保健所 4 19 

間串保健所 8 11 

日向保健所 15 40 

西都保健所 8 27 

計 159 614 

資料) 前掲書

表 2-2 2 

保健所管内別無医地区数

保育所 無医地区 無歯科地区

両千穂 13 25 

延 i宵 9 15 

日 向 26 34 

高鍋 s s 
西都 8 10 

宮崎 2 z 

小林 8 10 

都城 5 11 

日 南 5 5 

串間 生 4 

計 83 119 

資料) 前掲書

(幼 野襲 供)保健所数倒
( 23.2) 8 ( 25.0) 5 (50.0) 

( 16.0) 。( 0 ) z (20.0) 
( 26.s) 4 (83.8 8 (30.0) 

( 89.0) 5 ( 41.7 。( 0.0) 
計 857 (100.0 185 (100.0 28 Cloo.o 82 (100.0) 12 (H)"O.O 10 (100~) 

資料)宮崎県「市町村財政概祝J. (昭 50年)より作成
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最後vc.教育・文化的条件をみると.表 2-2 4，にみるように.高等教育機関.図書館その他の施設
は庄倒的I'LA地区K占められてhる。そのため後述するようvcC地区.D地区の高校進学率は県水
準よりかなり低下している。このことは.ひいては地域の貧困化の再生産につながっている匂

表 2-24 教育・文化施設の分布状況

地域 高校 (字。 大学 (効 公民館 (鈎

A 42 (62.7 6(100.0) 38 (42.2 ) 

B 14 (20.9 o ( 12 (13.3 ) 

C 9 (13.4 o ( 30 (33.3 ) 

D 2 ( 3.0 o ( 10 (11.2 ) 

言十 6 7 (100.0 6(100.0) 90 (100.0) 

図書館 同

6 (75.0) 

z (25.0 ) 

。( 0 ) 
。( 0 ) 
8 (( 1 00.0) 

・ー」

以上のようvc.宮崎県内
部の市町村レベノレにまでお

りたって.人口・就業構造

の変動K伴う不均等発展と

地域住民の労働一生活過程

に直接関わる産業諸条件の

地域的分布の関連をみてき

た。そこでは.人口・就業

資料)前掲、高校数・大学数については「全国学校要覧J (昭 52) 構造の不均等発展の型とし

てA ・B・C・Dの型・地域が得られたが.この人口・就業構造の格差は.産業諸条件の地域的不均等

発展をより一層倍加させていることがわかった。このことは生活条件Kおいても同様の格差をもたらし

ているが.とりわけ医療のような.直接生命K関わる緊急性をもつものは.公的な機関Kよって格差解

消の方向へ向けられているが.よりキメの細い医療圏て唱え直せば.まだまだ無医地区が存在し.それ

はD地域に集中していることも明きらかとなった。そして教育的・文化的水準は.産業諸条件の格差と

同様激しい格差をみせ.そのこと Kよって.遅れた地域の貧困化がより一層進行せざるをえない状況に

あることもあきらかKされた。

最後vc.このような地域格差の現伏において.当該市町村はどのような地域計画をもって対処しよう
としているのか.園・県の計画はそれKどう関連するのかについて.対照的なA地域 D地域の典型事

例を挙げて比較し.まとめとしたL、。

第 3節若干の事例分析

第 l項 A地域一佐土原町の場合

佐土原町は.前節の地域類型の基軸となった.人口・就業構造.そしてその基盤としての産業諸条件

の発展Kおいて.総体としてみるなら.この 35年から 50年にかけて宮崎市.日向市Kついで三番目

3 5町村の中では第一の上昇をとげた自治体である。つまり.人口の伸びは表 2-25(1[みるようK、

表 2-2 5 佐土原町の人口推移 資料)I国勢調査」
人 口総数 (人) 増 減 率

3 5年 4 0年 4 5年 5 0年 4%5 45ノ1ノ40 5~5 50/a5 

佐土原町 19，491 18.627 19.740 22.715 95.6 105.9 1 15.1 116.5 

(県内沼アー〉 1.72 1.72 1.88 2.09 栄95.2 角7.3 -角 03.2 様95.6

可決 県平均増減率
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3 5年までは.減少していたが.その後の伸び率は県の平均を上まわり.とりわけも 0年から 45年の

聞に急宿している。転出入状況では.昭和 36年の 645人減がピーク VC， 1 5 0 -3 4 0人の社会滅

を示していたが 39年以降転入増加に転じ 48年 764人 49年 84 6人 50年 666人， 51 

年 79 6人と近年.急増している。この人口の転入は.佐土原町Kおいての.農村型社会から.二次・

表 2-2 6 就業構造の変化 資料)r国勢調査J

3 5年 4 0年 4 5年 5 0年

統、 数 9.435人 100.0 % 9.153人 100.0 % 10.474人 100.0 % 

第 1次産業 6.203 65.7 も.929 53.9 4.379 41.8 

(農業) (6.154 ) ( 6 5.2 ) (4.906) ( 53.6) (制00) (41.1) 

第z次産業 868 9.2 l晶91 16.3 2.396 22.9 

(製造業) ( 436) ( 4.6) (1.001 ) (10.9) (1.684) (16.1 ) 

第 3次産業 2.364 25.1 2.733 29.8 3.699 35.3 

三次中心の都市型社会への移行をもたら

しているη 表 2-26のようκ、第 1次産

業は 45年まで第 1のシェアーを占めて

いたが 50年段晴で急減し.代って.第

二次・第三次ーとりわけ第三次産業のウ

エイ卜が高まっているのこれK対し.第

二次産業は.第三次産業就労者に先がけ

て糟大している。これは 37年に低開

発地域工業開発地区の指定を受け.いち

表 2-2 7 伸 ぴ率

も%5年 4%0年

総数 0.97 1.14 

第一次 0.79 0.89 

(農業) 0.79 0.88 

第二次 1.71 1.61 

(製造) 2.30 1.68 

第三次 1.16 1.35 

11.060人 100.0 % 

3.300 29.8 

(3.120) (28.2 ) 

2.8 38 25.7 

(1.740) ( 15.7) 

4.895 44.3 

( % ) 

50，45年 50A 5年

1.06 1.1 7 

0.75 0.53 

0.72 0.51 

1.18 3.27 

1.03 4.0 

1.32 2.07 

早く工場誘致を図り.現誘致企業?社全てが， 37-40年の間誘致されてからである。とりわけ.本

田ロック.松下電気の 30 0人以上規模の事業所がこの間導入されていることが波及している。更に町

では.公営住宅建設.住宅団地造成を積極的におし進めた結果. より一層膨張する宮崎市のベッドタウ

ンとしての人口流入もあり.これが 45年以降の人口増をもたらしている。

とのような人口.就業構造変動は.宮崎市.日向市に次いで三番目.町村では第一の発展的位置にあ

るが.これは.佐土原町のL、かなる自治体計画の中でもたらされてきたものであろうか。

佐土原町の場合.先述の 37年の低工地区の指定を受けての積極的な工場誘致政策及び.全国の人口

・産業の地方分散.地・方都市整備構想を受けて.県都宮崎市の将来発展一憐接町村のベッドタウン化の

展望の下での住宅建設・宅地造成施策に見られるように.国の計画精想、にぴったりと相乗りして自らの

地域計画を積極的K打ち出してきている。又県計画においても.佐土原町は.宮崎市を中心とする広域

市町村圏に含まれるが.そこでは.誘致企業導入の実績もあり.内陸工業都市としての役割を分担され

ている。以上のような.国・県の施策の中で.新しい工業都市として重点的な位置を与えられた結果.

現在.産業諸条件としては.事業所 88 7 (県シェアー 11.7)，従業員数6.486人(1.8?"o)，工
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場数65(1.8%)と.町村Kおいては.高鍋.高千穂.門川町といった古くからの焚通の要所として

盛えていた自治体を急追している。そしてこの 52年.以上のような現状の下.新しい総合計画が策定

された。 r構想及び基本計画の策定Kあたっては.第三全総の骨子及び 50年代前期経済計画.宮崎県
新総合長期計画(昭 51年.改訂:)との整合性(傍点・筆者)に十分配意して検討して」とされている

(佐土原町総合計画基本構想.昭 52年 12月)。叉.基本構想は1.地域の開発を行い新しい町をつ

くる。 2. 産業の振興をはかり豊かな町をつくる。 3. 住民生活の安定向上をはかり.住みよい町をつ

くる。 4. 教育施設を整備し.人づくりを進める。とL、う順序で.産業開発を主軸とした開発政策であ

る。その背景には.県の新計画の下での県央部開発地域の拠点としての開発可能性があり.更なる飛躍

が見込まれている。人口目標は 50年より 1万2千人増の B万s千人の想定である。また就業構造では

新たな工業立地の下.建設業従事者.新しい製造業従事者等の第二次産業従事者の矯加が見込まれて

いる(表2-28 )。また土地利用計画においては.市街化調整区域を設け.スプロール化を防ぐとともに

新しい工業団地造成が重点施策とされている。このような国・県計画と表裏一体となった産業開発施策

表 2-2 8 就業人口伸び率

45 ~ノ0 50ノ'45 55/&0 60/ノ55 

第1次産業 0.89 0.75 0.91 0.91 

(農業) 0.88 0.73 0.90 0.91 

第z次産業 1.61 1.18 1.39 1.53 

(製造業) 1.68 1.03 1.39 1.51 

第 8次産業 1.35 1.32 1.41 1.27 

計 1.14 1.06 1.25 1.27 

佐土原町「総合計画基本構想J( 52. 12月)

では.当然tても.商工費・土木費が町財政の中で

も高いシェアーを占めることになる(表2-29)。

そこでは反面.民生費.教育費等.住民の直接の

福祉教育tL関わる支出の割合は.県平均に比して

少い。

これは.佐土原町は.生活保護惑も県中最低で

6 5才以上も少いことの反映でもある。

町計画の中でも.住民生活の問題としてあげられ

ているのは.人口滑・世帯滑に伴う住宅問題.公

表 2-29 佐土原町目的別歳出内訳(昭50年)

金額(千円) 構成比 (犠比)

議 会 費 49.786 2.6 '}'O ls '}'O 

給: 務 費 285.451 14.6 14.9 

民 生 費 361.317 18.5 19.7 

衛 生 費 213.707 11.0 5.0 

労 働 費 。 。 1.9 
農林水産業費 115.3 21 5.9 14.1 

商 工 費 67.243 3.4 2.5 

土 木 費 376.281 19.3 16.8 

消 防 費 68.461 3.5 2.9 

教 育 費 248.77'7 12.8 13.9 

災害復旧費 20.948 1.1 1.9 

ノAミA 告量 費 11 0.39 4 5.7 4.5 

言者支出金 24.953 18 0.1 

前年度繰上 。.752 0.3 

歳 出 言十 1.9 4 9.3 91 100.0 '}'O K.l竺竺』
一一一 ーー'--

宮崎県 「市町村財政概況J( 50年度)

共上下水道の整備等.いわゆる都市問題的傾向があげられている。公害については.まだ問題は生じて

いない.とおさえられているo

従って.福祉・教育等の社会計画は.平均的画一的であり.町独自の重点項目はあげられていない。ま

さに新たな飛躍のための産業開発に疑いを入れず遁進している自治体である。
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第 2項 D地域一推葉村の場合

推葉村は.佐土原町とは対照的K.県北の過疎町村.五ヶ瀬町.日之影町.諸塚村等とともに国・県

の開発行政から最も取り残された自治体である。

推葉村は.面積においては県中最大であるが.その 97 %が山林原野を占め.従って耕地面積は極く

わずかである。従って.農村地域であるにもかかわらず.専業率は 15. 2 % (昭50年農業センサス)

と低L、。人口は.表2-30のま日く.昭和 35年の 10.879人をピークに滅少をつづけるが. 3 9年頃ま

ではダム建設と山林ブームで 1万人台を維持していた。しかしダム建設終了.木材資源の不足.一方で

の「高度成長」政策の下.昭和40年以降.新規学卒者・建設労務者の流出が始まり.いまだ減少を続

けている。この「若年労働力の流出による不足と.高令化は日をおって深刻化してきている」と昭芳日“

年の長期総合計画書Kかかれているが.このことが主産業である山林事業の開発の阻害要因の 1つとな

っている。育林の他.しいたけ.畜産を主とし.耕作を従とする複合経営農家が大多数を占めるが.こ

表 2-3 0 推葉村の年令別人口構造(単位:人)

実 績 計 画 現 実

3 0年 ( % ) 3 5年 (% ) 4 0年 ( 90 ) 5 0年 ( 9"0 ) .50年 ( % )‘ 

絵: 数 10.0 8 3 (l 00.0) 10.8 79 (100.0) 8，854 (100.0 ) 6，999 100.0 6，267 100.0 

-15才 3β53 ( 36.1) 4ρ38 ( 37，1) 3881 ( 38.2) 2ρ56 294 1，788 ( 28.5) 

16 -30才 3.003 ( 28.1) 2，479 ( 228) U19 ( 16.0) 934 13.3 872 ( 13.9) 

31吋 0才 2，966 ( 27.8) 3.397 ( 31.2) 3.080 ( 34.8) 8ρ80 44.0 2，614 ( 41.7) 

61 才~ 861 8.0 ) 9651 ( 8.9 ) 971 ( 11.0) 929 13.3 993 ( 15.8) 

総 数 101.8 82.8 69.4 62.2 

- 15才 104.8 87.7 534 46.4 

16 -ao才 ( 3 0年を 100 82.5 47.2 31.1 29.0 

31 -60才 とする対比) 114.5 103.8 103.8. 88.1 

61 才~ 112.0 112.7 107.9 115.3 

資料) r国勢調査」、推業村「長期総合計画」
の時点(昭和 45年)では.主産業は伸び悩み.耕作面積も狭盤のため農業近代化も望みえず.振興政

策も明確ではなL、。更に.ζの地の産業はもとより.地域住民の生活の再生産過程において最大のネッ

クとなっているのは交通の便が悪いととである。日向市町1.3時聞かかり.従って工業誘致も求めえず

計画にものぼってこない。以上のような地域社会の諸条件の下.様々な生活問題が生じている。

まず.地域社会の将来を担う若者が.流出し.地域住民として育っていかないことである。町は.そ

のため独自の政策を打ち立てる。例えば.高校がなく.交通の使も悪いため寄宿舎生活を余儀なくされ

る学生のために.年間 200万程の奨学金を出し.親の経済的負担を解消し.進学率を高めようとして

いるの Kも関わらず進学率は 39.5%と低く.また進学者の県外・村外流出もいまだくいとめられない

結果となっている。叉.児賓の体位も国や県に比べ劣り.そのため食生活改善指導に力を入れている円

この児童の体位の劣勢は.他の過疎町村でも問題Kされており.この地域では.経済的・知的・文化的

格差に加え.肉体面での格差も現象している。これは.地域の貧困の再生産のあらわれでもある。生活

保議率も 29.9% (昭和 49年)と.県平均 22.7 ~に比し極めて高い。これは.老人・母子等で占め
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られるが.県外へ流出する後継者層も.中卒の学歴では晴層的上昇も困難で.残された老親の貧困化も

進まざるをえない。表2-30でみる如し進行する老令化は.このよう K貧困問題と表裏一体であり.

村独自の施策を急ぎ要求されている。また.地場産業の停滞の下七出稼ぎ労働者(昭 45年 20名〉も

出るが.彼らは職安ルートをとらずインフォーマルI'L~ってで出るため、行方不明になる者も多L 、。

その 60%が世帯主であり.留守家庭対策は.たとえ教が少くとも心を配らねばならぬ課題としてあげ

られている。

このように推葉村では.様hな生活問題がそれぞれ緊急性を有して現象するので.その解決のための

具体的な施策が独自にたてられてはいるが.このような生活問題の根本Kあるのは.やはり.地域の産

業開発"そのための"陸の狐島"の打解.そして.将来を担う若者を地域に留めること.と L、う問題K

つ念がってゆくのは.推葉村のみではなく過疎町村共通のものである。

准葉村の「長期総合計画J(昭和 46年)では.まず緊急の開発課題として.広域ネットワーク形成

のための道路網の整備と.産業政策として観光開発があげられている。これは.まさ VLr新全総.県の

長期計画の方向と.本村のこれからの展望をにらみあわせたJ(計画書)ものである。そして.道路網

の整備は具体的には.新全紙:における「中部山岳地帯開発」と県計画Kおける「九州縦断産業開発道路J

計画の中で実施整備されるものとしている。最も緊急課題としてあげられている施策が.国・県計画

K依存し吃いるため.町財政では土木業の割合

は少い(表2-31 )。それに比して教育費が異

常に高い‘という独自の構成比を示している。

これまでみたように.県計画の宮崎市を中心

とした広域沿海地域.都城市を中心とした畜産

地帯は.県の目玉として開発が具体的に進行し.

その成果も出てきていが山間部は.構想Kはあ

がっていても.その実施はあまり手がつけられ

ていない地域である。このような概況の中で.

国・県計画に依存していた結果.例えば道路整

備についても計画と現実は大きなズレが生じて

いる。改良率では.計画が50年 21. 0 ，臨ー現

実は 6.0 '10，舗装率では， 5.0 '!&ー現実 1.0 '!& 

.である。人口の計画も大きく下回り.若年層の

流出は全くくいとめることができないでいる。

以上.山間部過疎地域では.その基本要因で

ある地域的孤立性を打破するための道路盤備等

巨額な支出が関るため.国・県の計画に依存せ

表2- 31 推葉村目的別歳出内訳

金額(千円) 構成比

議 会 費 29.754 z目，6'10

統、 務 費 236.988 20.4 . 
民 生 費 91.295 7.9 

衛 生 費 52.766 4.5 

労 働 費 。 。
農林水産業費 341，458 29.4 

商 工 費 1.577 0.1 

土 木 費 63.645 5.5 

消 防 費 10.165 0.9 

教 育 費 235.106 2M  

災害復旧費 22.243 1.9 

~、 債 費 75.590 6.5 

諸支出金 。 。
前年度繰上げ 。 。
歳 出 計 1160，5 78 100.0% 

(長~1比)
1.6 % 

14.9 

19.7 

5.6 

1.9 

14.1 

2.5 

16.8 

2.9 

13.9 

1.9 

4.5 

0.1 

0.3 

100.0% 

ざるをえない状況であるが.国・県計画の中で
宮崎県 r市町村財政概況-'( 50年度)

は.これら地域は.重点地域からはずされてお

り.その計画の実施は進まず.その孤立化.過疎化は.住民の物質的・精神的.更には肉体的貧困化を

もたらしてL、る。
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終 章

国・県計画が.現実の地域社会構造の激変の下で.それぞれ国・県の単一レベルではその施策を打ち

たてることができず.様々なレベルでの圏域を設定し.より下部の単位までおりて.その開発計画を構

想、せざるをえなくなってきている状況の下で.現実の地域住民の労働一生活過程の営まれる単位として

の各市町村自治体は.自らの社会の発展方向を.その枠が組み込まれた.国・県の上部計画との盤合性

のうちに.打ち立てざるをえなくなっている。つまり.上部計画と整合性を持たない独自の開発計画は

成り立ちにくい現実が一方κ生じてきている。とりわけ.事例でみたように.過疎地域では.その地域

的孤立性を打破するためには.国・県の広域的な大規模な計画K依存せざるをえない状況にある。しか

し.第一章でみたどとし様々な圏域構想は.実は.日本列島おしなべての産業開発の地帯区分である。

宮崎県は.このような全国計画の自らの地帯の役割を忠実に分担しようとしている。それを具体化する

ため.更に県内部の地帯区分を行っている。後盆地域の宮崎県が.新たな発展をするためには.農業・

工業どちらにおいても大規模な基盤整備が必要とされる。その結果.国計画への整合性一依存性はます

ます高まらざるをえないが.後進地域としての宮崎県は.自らの内部においての不均等発展の中で.広

範に現象する全国でも最後進域としてのD地域を.結果としては.産業開発のメリットが充分にないた

め.その行政施策からはずすことになっている。このような現状で. D地域には.地域住民の経済的・

文化的.更には肉体的貧困化がもたらされていることが明きらかになった。これらの自治体及び.その

住民は.後進県としての宮崎県の.そのまた内部の後進地域として全国レベルとは二重の格差をうける

ことになる。県計画は.今こそ r人間中心Jr生活優先」の理念の実現として.これらの地域の"社
会ω 開発に着手する必要に迫られているといえる。また各自治体市町村も.中央志向.産業開発志向で

はなく.自らの地域の自然的・社会的条件K即応した独自の"社会総計画を.住民の創意と工夫でうち

たてねば.自らの地域は守れない状況Kあるといえる。

(笹谷春美)
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